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第18回忌宙幽発委員会（定：例会議）

　議　　　事　　　次　・’第”

’●

1．　日

回
議

時　　昭和53年8月’5・0日（水）

　　午後2時～4時　　　’　∫．

所　　宇宙開発委員．会会議室

題　　（1）　昭和514年度における宇宙開発関．

　　　　孫経費の見積りについで

　　、勧第ご部会の審議について．・　〔

　　　　　　ノ　　　（3）宇宙分野6rおけ回米合同調査計
　　　、個紀ついて

　　　4．／　　資　　　　　擁斗

　　　　森18－1

　　　　委18－2

◎　 委1β一5

　　　　委18，一4

　　　　委1β一5
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　k、
朗詠字聯醗委員会（定例会議）畿

．事要旨て案）

　昭和う’4年度における字宙嗣発関係経費

　の見隠参に一ついて（案）
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陶宇宙分野における日米合同調査三面につ
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1．　日　　，時

2．・場　　所

5．議　　題

第17回三田醗委員会（定例会議）

　　議．事・要旨（案）＿

4．・・資　　　料．

、委17－1

委17，一一2

胎和与3年8月16日（水）

午後2時～4時

宇宙開発委員会会議室

。’ ｺ和54年度における宇宙開発関係経費の一

　　見積り方針についで

　参考配布

5．一出席者

　宇宙開発三幅傘委員長代翠

　　　　・〃　　　委員　　1

　　　　　　　　　ら　　　　　　　ボ　　ア

　　　　　．『　・・．分　亀　『1

　関係省庁職員等
　　科学技術庁母官官房季事官『

　　運輸省大臣官房参事官

　　　一』〃　海上保安庁総霧部長：

第19 U回宇醐発委員会（定例会議）議事要旨照

臨54鞭における字宙詰論経費燈下
方針「（案）’ @．，

　「わが国の宇宙開発のあゆみ」

郵疎省電波輩理局審議官
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建設省大臣官房技術1参事官

　宇宙開発事業団

　　　　　〃

事務局

　科学技術庁研究調整局宇宙企画課長

　　　　〃　　　’．〃、　宇宙国際課長

　　　噛〃　♂　　〃　’宇宙開発課長

6，議事要旨　　　』

（i）　前回議事要旨・

　　　第
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（代理8土肥）
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　　　　16回三四鱗員会！定期調議鞭旨が灘されたρ

（2）昭和54三二唖宇臨発関係繊の賄肪針について

　　　事務尚から資料委17－2に基づいて説明が行わμ＼以下・

　　の質疑応谷が行われたのちく見檀り方針が原案どおり決牢さ

　　れた。

八藤：サでに説明された予算編成に対する政府及び科学技術庁の

　　方針は、その後変化があったか。また・土光敏夫、経団連会長

　　φ総蘇対する科学獅振興関係費グ斜照に関する要望につ

　　φては大蔵省とめ予算編成作業の際・積極的に反映させてい

　　くのか6　　　．　．

　　ロ

　　　ロ　　　　　へ　　れないが、今後反映されるよう努力してφきたい。

縞：町会として本案を回する・・P・～　’
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昭和54年度における宇宙開発関係経費の見積りについて（案）
●

◎

昭和53年8月30日，
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昭和54年度に澄ける宇宙開発関係経費の見積りは、次のと澄りである。

1　基本方針　　　　　　　　，

　昭和54年度紀おける宇宙開発関係経費の見積りの基木方針は、次のと澄りである。

　1．　中層大気の地球環境に及ぼす影響塗究明すること、及び南大西洋上空の電磁プラズマの特異現象を解明することを目的とする第9号科学衛星

　　（耳XO・S－C）について、昭和58年度に打ち上げることを目標に開発を行う。，

　2・測地衛星に関する技術の開発に資するととも1に・併せて日本測地原点の確立・．国内測地三角網の規正・離島位置の決定等を行うことを目的とす

　　る測地衛星1号（GS一一1）について・昭和57年度に打ち上諭ることを目標に開発を行う。

　　　また、・本衛星を打ち上げるとともに、併せてH－1ロケットに使用する慣性誘導装置の搭載；実験を行うことをEl的とするN－1ロケット7号機

　の開発を行う。

　3．海洋面の色及び温度を中心とした海洋現象の観測を行うとともに、併せて地球観測のための人工衛星に共通な技術の確立を図ることを目的とす

　　る海洋卿楠星1号（MOS－1）について・・昭和58年度に打ち上げるζとを目標に開発を行う・

4通信衛星礪する技術の開発蹟するとともに・併ぜて利用機関肋ける通信瀬關処することを目的とする通信衛星2号（CS－2a及び

　　CS－2b）について、昭和57年度に通信衛星2号」a，（CS－2a）を、昭和58年度に通信衛星2号一b（CS－2b）をそれぞれ打ち上

　げることを：目標に開発を行．う。

　　　また、本衛星の打ち上げ用ロクツトとして、N一，皿ロケット3号機及び4号機の開発を行う。

　5．米国のスペースシャトルを利用する宇宙材料実験等に備え、昭和55年度からTT－500Aロケットによる小規模の材料製造実験を行うこと

　　を目標に、搭載実験装置の開発及びロケットの改造を行う。

5静止スピン型観技術の確立を図るとともκ・併せて働体通信技術の開発を行うこと彦目的とすう航空’海上技締星（AMES準rいて・

　『開発研究を行う。

　7．宇宙空間を利用した各種の材料・．医薬等の製造・加工技術の確立に資するため、電気炉・分離装置等の多目的実験機器及び実験システムの開発

　並びにこれを用いた実験を行うことを目的とする第一次材料実験（FMP’T）を、米国のスペースシャトルに：より実施ずるこ一とを目標に所要の開

　発研究を行う。

　8．スペースシャ・トルに：日本人ペイロードスペシャリーストを搭乗させるために、ペイロードスペシャリストの選定基準、訓練方法及び健康管理に関・

　する研究を行う。
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　9．海域及び陸鳥に対するより高精度の観測技術、情報処理技術及び各種利用分野への応用のたやの技術の研究を行う。

10．上記以外については、’ u宇宙開発計画（昭和52年度決定）」を推進する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

H　事業の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！

　　1の基本方針に基づき、昭和54年度κ行う主な事業及びこれに必要な体制の整備は次のと診りである？　　　　　　　　　　冒　　　　　　　　’

（D　科学の分野の開発等の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　’

　一1．第7号科学衛星（ASTRO－A）の開発　．

　　　　第ウ号科学衛星（ASTROrA）のフライトモデルの開発を進める。

　一2．第8号科学衛星（AslrRO－B）の開発　　　　　　’　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　

　　　　第8号科学衛星（ASTRO－B）のプロトタイプモデルの開発を進める。

　　3．第9号科学衛星一（EXOS－C）の開発’

　　　’第9号科学衛星（EXOS－C）のプゴトタイプモデルリ開発を行う。

　　4．粒子加速器を用いた宇宙科学実験（SEPAC）　　　1

　　　　粒子加速器を用いた宇宙科学実験（3EρAC）に必要なスペースシャトル搭載用実験機器のフラ・イトモデルの開発を行う。

（D　観測の分野の開発等の推進　　　・　　　　　一一　，　　・

　　■．静止気象衛星2号（GMS－2）の開発

　　　　静止気象衛星2号（GMS－2）の70ロトフライトモデルの開発を進めるとともに、フライトモデルの開発を行うb

　　2．測地衛星1号（GS－1）の開発

　　　　測地衛星1号（GS－1）の基本設計等を’行う。

　　3．P海洋観測衛星1号（MOSL1）の開発

　　　　海洋観測衛星（MQS－1）の基木設計及び詳細設計を行うζともに、．搭載用観測機器の開発等を行う・

　　4　その他の人工衛星の研究

　　　　海域及び陸域旧観レリーズについて・繊及嘩球に対するより高鞭の観測瀟・情報処理瀟及峰酬鵬野への岬のため晦

　　　術の研究を行う。　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　　　　電磁圏及び固体地球観測衛星シリーズにつやて・電磁環境襯測用の搭載機器の研究を行う。
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一　　気象衛星シリーズにつ●いて、将来の観測機能め向上を目的として搭載機器の研究を進める。

⑪通信め分野の開発等の推進　 ．

　1．通信衛星2号．（CS－2a及びCS－2b）の開発

　　　通信徳星2号（CS－2a及びcS－2b）の基本設計及び詳細設計を行う。

　2．航空・海」三技1術衛星（AMES）の開発研究　　　　　　　　～

　　　航空・海上技術衛星（AMES）の予備設計等を行う。

　3．．その他の人土衛星の研究　　　．。　　．　　　　　　　　　一．，　　，　　　　　　　　　　　，

　　　レニザを用欧鯉アンテナの高徽方向制御以テム及び醒轍用能鯉リモート雫ンサーの研飛勧るとともに・襯測位システム

　　及び衛星搭載用展開型マルチスポットビームァシ，テナの研究を行う。

σの　宇宙実験の分野の開発等の推進

　1．・小規模材料製造実験装置の開発　　　　　　　・一　　　”

　　　小規填材料製造実験装置の開発及びTT二500・ケツゆ改造を行う・

　2．第マ次材料実験：（FMPT）に用いるシャトル搭載実験機iの開発研究

　　　ツヤトル搭載実験機の設計研究及び搭載実験装置の開発研究を行う。

（V）　人工衛星系共通技術の分野の開発等の準進、

　：L　技術試験衛星皿型（ETS』皿）の開発
　　　技術霧砲星鯉¢TS一皿）の詳細設計及びエンジーアリングモデルの開発を勧るとともに・，プ・トタ存モデル及びフライトモデ1レ

　　の開発を行う。　　．　．　　　　　　’．　　・　．

　●2、技術試験衛星IV型（ETS－W）の開発　　」

　　　技術試騎星鯉（訂S一ののゾ叶タダモデルの開発を鋤るととも，に・フライトモデルの開発を行う・

　　3．その他の人工衛星系共通技術の研究　　　　暫・一　　　’　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　層

　　　ペイ＿ドスペシャリニストの選定基毒、訓練方法及び懸管理に関する研究を行うとともに・電子部品の信頼性向上・報用電源システ《ギ

　　電気推進エンジンシスデム等の三星基礎技術の研究を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　’

（＞D9輸送系共通技術の分野の開発等の推進　　　　．　　　　　　　　一

　　　一　『　　　　　　　　　．　　　　　　．　．　噛　　　　　　　　一一3’一
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　L　Mロケットの開発　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　　　第7号科学衛星（ASTR‘0－A）を打ち上げるため、M－3Sロケット2号機の開発を行う。

　2．N－1ロケットの開発

　　　技術試験衛星皿型てETS一皿）を打ち上げるため・N－1ロケット6号機の開発を進めるとともに・測地衛星1号（GS一・）を打ち上げ・諺

　　　技術試験衛星W型（ETS－W）及呑静止気象衛星2号’（G珂S－2）を打ち上げるため、N一皿ロケット1号機及び2号機の開発を進めると

　　ともに、通信衛星2号一a（CS－2a）及び通信鯉2号一b（CS－2b）を打ち上げるため、N－n・ケ7ト3号機及び4号翻目発を記

　　行う。，’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　’

　4．　H－1ロ’ケットの開発研究　　　　　　　　　　　　＼

　　　液体酸素・液体水素エンジン等の開発研究を進めるとともに」全段の予備設計、慣性誘導装置等の開発研究を行う。

5簿難体水素エンジン及び慣騰の研究を翻とともに、回収のための減速雑石行の研究を行う．　　　　寮

㊥施設の整備

t人工衛星及び・ケットめ開発に必要徹の整備　　　　　　　　　　　　諺
　　　人工衛星の試験施設め整備．を進める’とともに、’所要の研究及びそれに必要な施設の整備を進める。

　　　また・液体藤腋体水素エンジγ・慣性誘導システ踏の試験施設三儀地球観測情報の処理を行う施設論の整鱒雄める・

　　　現在のNrIロケ州点紘N－1吻ト及びN－1ロケ・ット群用明点系とする崩・その整備を進める・また・レーダ・テレメー　1襲

　　タ系、試験系、共通系等の整備を進める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　潔
　　　更に、Mロケット打上げ施設の整備を進める。　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　醤

　3．人工衛星の追跡等に必要な施設の整備　　　　　　・’　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳩

　　　人工衛星の追跡管制纏備を進めるとともに、所要の研究を進める．　　　’　　　　　　　1ζ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一4ウ　　　　　　　　　塾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1



ゆ

●

　　　更に・科学衛星データ取得装蹄の騨を行うr

㊥その他の施策

　　1．　研究開発能力の強化

　　　宇宙開発の中核的機関として、自主技術の育成を図りつつ、宇宙閃発業務を強力に遂行するため、宇宙開発事業団の組識の強化及び所要の増

　　員牽行ラ。

　　　勲、人工衛星及びその打上げ用・伽トに関する先行研究及び基礎研究・人工衛星の衛星システム・搭載機器等に関する研究を促進する

　　ため予関係国立試験研究機関等を弘化拡充すう。

　　2．国際協力の推進

　　　国薩合融ける宇宙醗礪する濁への参加協力、日米合同調査計画の雛及びスペースシャトル利用計画の三等の米国との協力・欧

　　州宇宙機関との協力等を進める。

　　3．宇宙関係国際取極への加入の檎討

　　　宇宙関係三条約への加入の促進及びこれに関連して必要となる国内措置の整備を行う。　　　．

　　4．普及啓発活動の強化　　　　　　　．　　　　．　　　　＝

　　　宇宙開発に必要な広報、啓発事業を進ある。　一　　　　　　　し　．　　、　　　　　　　　　　　　　　　・　、　　　　　　　・

　　5．宇宙技術者の養成

　　　　宇宙分野の技術者の資質向上を図るた珍、宇宙開発関係者を海外に派遣する。　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　6．宇宙開発推進基盤の整備

　　　　ロケット打上げの円滑な実施に必要な施策を講ずる。

　　7．その他’、　　　　　一　　　　　．　　　　　’　　
　　　　実利用の分野の人工衛星等に関する髄な開発計画の策定に必要な調査等を進める・　　　　晒

皿　皿の事業を行うに必要な経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ピ　　、　　1　，　　　　　　　　’　　一

　　昭和54年度に澄いて、血の事業を行うに必要な経費の見積りは・別表のとおウである。
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昭和54年塵宇宙開発関係経費等総括表
．㊨国庫債務負担行為
　　・（単位：千円）

昭和53年度予算額’ 昭和54年度経費
．省　　　庁

宇宙開発関係 　　　　米F宙関連
合’@　　計 宇宙開発関係 宇宙関連料・ 合’ @　　計・

’科・学’技　術　庁 ㊨56，857．3bo
@8ρ，923，026層 一

㊨56．857，300
D80・923ρ26

⑪73，891，300
E8絃183・259

曙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿
㊨73，891，300
@88，183，259

・警　　　察　　　庁1
一
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　　　　　一
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@　　　0
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6
・
3
8
6
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ダ　　　6，886
一 0 0

　一ｶ　　　，部　　　　省　　　　　　、 ㊨・5，199，919

@α3§7・826 2・85ZO　9＄
㊨5199，919
D　9・224・919．・

⑫2・247・654　7，089，526 「　銭串79，224
⑯2，247，654，・10・96．8ゼ750

農　林　水産　省
’　一 40．9－74’．

’一 @40沿74． 一
49・0．49　　一 レ

　
　
　
　
4
9
，
0
4
9
「

通’

､憧業・省 　　　、
f73，341

，
＿
一
　
　
曜

r　　　曾　　’　、、

A73，341， 89，323
曹　　　　　　　　　　匿　　　　　　　　霜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

891323

『運　凡　輸　　　省
38，601 乞62鋤5∫ ．3・661・906

㊨　146，400．・　　　91，449． ㊨1，322，122『

@21862，417
㊨1，468，522
@2，953，866

＝　　旨

郵　　　　政　　　　省
㊨　271，24昏　　78，158

2，950，38b
⑧271，245・
@3ρ2・8538

⑭1，725，000－

@　808，326
㊨1，086，306
@2，638，784

㊨2，811，3ρ6
@吊・447・11q

　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

o　　設　　省 」 2，250 ．2・250． 一 17，132
1’

V，132

　　　　，　　　　　馬

@　　　　　騨@　、　　o
ｩ　　　治　　一　省

．一
　、
@　　　　一〇’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　「

0
一一

L11，7．82 11，782

｛総　　　　計． ㊨62，328，464
D87，480，952

8，480，88合
㊨62328，464
@95，961，840、

、㊨7亀・・輪54・

@9◎261・＄83
㊨　2，528．428
@9，458，388．

㊨80．538，782105，720，271

来陰 F宙関連経費（宇宙開発委員会が行う見積りの範囲外のもの）についても、参考のため掲示した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

@　　　　　　　　　　　　　　　一6一　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　’

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
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昭和54年度宇宙開発関係経費（宇宙開発委員会が見積りを行うもの）の概要

（単位；千円）

、　省庁

担当機関 事　　　項 昭和53年度

@予算額

昭和54年度

@経　　費

研究調整局 宇宙開発委員会に必要な 43㍉928 ’　　　43，928 宇宙開発委員会運営＝面訴　　　　　　　43，928（　43・928）

経費　　　　　　　　覧

科
　　　　　　　’
∑ﾊ行政に必要な経費 32，967 89，922 宇宙開発推進事務等　　　　　　　　　8g，922　（　　32，967）

・

科学三徳者の資質向上に 31，428 31，428 宇宙開発関係者の海外派遣　　　　　　31，428（　　31，428）

必要な経費
学

種子島周辺漁業対策事業 425，270 454，349 種子島周辺漁業対策事業費補助金　　454，349（　425，270）

の助成に必要な経費

技
小　　　　　　計 533，593 619，627

振　興・局 一般行政に必要な経費 7，613 7，613 宇宙開発普及啓発　　　　　　　　　　7，613・（　　7，613）

術
航空宇宙技 航空宇宙技術研究所に必 馳976，820 975，019 法酸・液水ロケットエンジン要素　　164．338　（　108，79の

術研究所 要な経費 の研究

庁

嬬

慣性誘導た関する研究　　　　　　　　7撃00．（　43056）

回収のための減速技術の研究　　　　　3乳350（・　　　．0）

白白サポート技術に関する研究　　　　2qg　50（　　　　0）

’
電子計算機借料特定装置運営　　　　61琶009曾（　604079）

一7一

「
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省庁　担当機関 事 項
昭和53年度　　昭和54年度

　予算額’　　　経　　費
要

　　　昭和54年度
旨
　　　経　　費

（六窓冒罰

科

高速流れ場観測装置：

角田支所運営その他

前年度限り

42，300

12，272

　　0

　　　o）

13，490）

207，401）

心

技

一術

庁

宇宙開発事　宇宙開発事業団出資及び＠56，857，300　㊨73，891，300

業団　　　　助成に必要な経費　　　　79405060　　層86，581，000

主な収入

．政府出資金

政府補助金

事業外収入等

⑭1：：llll認1礫1；：1二1）

　　6，257，000　　　　　　5，592メ）00）

　　1，223，375　　　　　　　522，978）

一

主な支出

ロケット開発経費 @⑱：黙卵1：：ll激
　　　　　　　　　　　　　　一
l工衛星開轍 @⑯灘：1贈1欝1！）

r
三門ず経費

一

人工纏跡管制費 @㊨：課1（．叩8記

o 締セシタ轍麟㊨1：鐸1樽1甜1
’

マ8一

一
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省庁 担当機関 事　　　　　項
昭和53年度

¥算薇

昭和54年度

@経　　費

、

地球観測情報処：理費　　　　　　　2，41b，057　（3，338，951）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

学
技

その他の事業脚等

術 一般管理費等　　　　　　　　　6，280，183　（5，613ρ87）

庁

計 （㊨56β57，300 ㊨73，891，300

80，923，026 ”88，183，259

東京大学宇

?q空研究

特別事業等に必要な経費 ㊥　5199，919

@　6，367，826

㊨2，247，654

@7，089，526
科学一轍 @　＿29欄：：：：◎、

文 所 Mロケット開発経費

液水エンジン開発の基礎研究経費　　386，102　（　381，225）

部

一

一　　、

省

計
㊨凧199，919 鯵2・24筑654

o　　　　　　　　　　　　　　　　　一

6，3◎7，826． 7，089，526

一

・、

一

’

一9一 ，　　　　　　　　　、

一 ’
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「

省庁 担当機関 事　　　　　・項
昭和53年度

@予算額

昭和54年度

y　費

工業技術院 試験研究所め特別研究奪 73，341 89，323
　　　　　　　　　　　　　　1f宇宙開発関連機械技術に関する　　　14，523　（　16，626）

通
に必要な経費 研究（機械技術研究所）

商
雫宇鶴子技術醐する研究　　54…　（5◎715）’

産 「 （軍子技術総合研究所）

業
リモートセンシング技術に関する　　2q80g　C　　　　O）

省 研究（電子技術総合研究所）一

計辱 ．73，341・ 一　　　8g，323

航　空　局 航空衛星システム導入調 0 6，270 航空衛星システム導入調査　　　　　　6，270　（　　　　0）

査に必要な経費
運

輸

電子航法研

?

電子航法研究所に必要な

o費 24，183

㊨146，400

@　40，400

衛星撒関灘的研究⑱’
唐ｮφ前年度限り●　　　　　　　　　　　　　0　（　24，183）

省
気象研究所 気象衛星の研究に必要な 14，418 44・779

D

気象衛星搭載機器の研究　　　　　　．44；779　（　144’18）’

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　量
経費

計 ・　与a601 ㊨1婦00 ㌔

91，449
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　咀Fw　　　　　、

二’　．

’　一

一10一

「　　　｝

、

＼

’r
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省庁 ・担当機関 事　　　　・項
昭和53年度

@予算額

曾昭和54年度

@経　　費
要　　旨昭難54箋度（白糠

電波監理局 実験用中容量静止通信衛 5，870 23，526 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノﾀ験用中容量静止通信衛星及び　　　2ま526’　（　　5870）

星及び実験用中型放送衛 実験用中型放送衛星の開発実験　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

郵 星の開発実験に必要な経 に伴う運’営費等

ワ 費　　　　♂

航空・海上技術衛星シス O 20，212 航空・海上拉術衛星システムの　　　20，212　（　　　　0）

テムの闘発に必要な経費 開発

政 小　　　　計 5，870 ～　　43，7・38

電波研究所 電波研究所の運営に必要 ㊨27i，245 ㊨1，725000
　　　　　　　　　’
戟[ザを用いた衛星アンテナの高　　　72，000　（　　21，393）

な経費 72，288． 764，588 精度方向制御システムの研究開発

9

聾誉灘箋電波リモートセ鮪lllρ21翻　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

省
、

、 航空・海上技襯の研究開発㊨

電磁環境観測用衛星搭載ミツシr
ン機器の研究開発　　　　　　　　　　　　　　　　　27，000　　　　’（．　　　　　　　　　　O）

計
．㊨2て1，245 ’㊨　．1，725000

， 78，158 808，326

、

合　　　計
㊨62，328，464 ㊨7亀01q354 垂　　　　　、

’

87，480，952　　一

96，261，883

一11一

　　ノ[

’
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昭和54年度宇宙関連経費（宇宙開発関係経費以外のもの）の概要

（単位：千円）

省庁 担当機関 事　　　　　　項
昭和53年度
@予算額

昭和54年度
@経　　費

警
察
庁

通　信　局 警察通信機器整備に必要
ﾈ経費一 0

㊨　12σρ00

@　　　　0
通話用地上二二

計 0
㊨　120000
@　　　　0 「

環
境
庁

企画調整局 環境保全企画調整等に必
vな経費　　　　　

6β86 0 前年度限り　　　　　　　　　　　　　　　0　（　　6β8㊦

、　　　計
　
　
6
．
8
8
6
’ 1　　　　　0

文
部
省

東京大学宇
?q空研究

特別事業等に必要な経費 2β57，093 3．879224 一般ロケット観測経費等　　　　　　2ρ37，369　（1422711）
�ｵょう経費　　　　　　　　　　　286ユ84　（211β14）
､通経費　　　　　　　　　　　1553ρ75　（1222568）
総ﾛ宇宙観測共同事業費（SEP
`C計画関係経費は除く。）　　　　　　2，596　（　　　　0）

計 2β57，093 3．879224

農
林
水
産
省

水　産　庁 沿岸沖合漁業漁況海祝予
�幕ﾆに必要な経費　　　　　　　　’

40974 　　ES91049 人工衛星利用調査検討委託費等　　　　49ρ49一（　40974）

計 40974　　，　　　　　　　・ 49ρ49

静止気象衛星業務に必要

ﾈ経費

　　■　一　一　　一　ノ’

Q247，346

’㊨13を2ユ22

@2，592471
驚雛地上施設一⑮羅ll（2・47≧6）気　象　庁

C　　　　　噂

　止血　　星　設　用に
K要な経費

0 74424 静止気象衛星地上施設の整備　　　　　74，424　（・　　　0）運
輸
省
’
●

一般　測予報業務に必要
ﾈ経費

241，955 73925 軌道衛星気象資料の利用業務’　　　　73，925　（　241ρ55）

高層気象観測業務に必要
ﾈ経費

134，004
119β35　一 気象ロケット観測業務　　　　　　　119β35　（434004）

一12一
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省庁 担当機関 事　　　　　　項 昭和53年度
@予算額一

昭和54年度
@経　　費

要・

三 海上保安庁 海洋測地網の整備に必琴 0 1962 海洋測地網の整備　　　　　　　　　　　1962　（　　　　0）

輸
な経費

一

、

省’
計 ㊨1β22ユ22

2．623305 2β6241’7

電波監理局 衛星通信長期計画の策定 6，137 10β04 衛星通信長期計画の策定　　　　　　　10，604　（　　6ユ37）

に必要な経費

実用衛星の利用推進に必
　
　
　
　
0
齢 500，000 実用衛星の利用推進　　　　　　　　　500ρ00　（　　　　0）

要な経費

電波研究所 電波研究所の運営に必要 　　’W8970 112811 宇宙通信の実験研究　　　　　　　　　57，810　（　57，810）

郵
な経費 電離層観測衛星の利用による国際協力　55，001　（』3U60）

衛星用地上施設の整備に ㊨　880β06 移動衛星による国際時刻比較施設　　　22．000’（　　　　0）

必要な経費 1．141456 355，258 の整備

実験用静止通信衛星用地上施設の　　　15，096　（11008956）

整備

政 鷺半白継艦茎篇験鯉lll・（、3％。）

＿　　’

惚面用地上施設の維持運 ㊨　206，000 電離i層観測衛星用地上施設の維持　　　139β25　（　139，625）

用に必要な経費 1，713β17 1，660，111 運用

省
実験用静止通信衛星用地上施設の　　　5709与5　（　609，758）

維持運用

講塁灘灘灘㊨1瑠ll（96443∂・
一

持運用

㊨1，086，306
計 一．

2ρ50β80 2．638784
’

一13一
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省庁 担当機関 事　　　　項： 昭和53年度
@予算額

昭和54年度
@経　　費

大臣官房
衛星通信利用調査に必要な経費　　・

0 5，198、 衛星通信利用調査　　　　　　　　　　　5，198　（　　　　0）

建
設
省

国土地理院 測地基準点測量に必要な

o費
・2250 ・11ρ34 人工衛星観測　　　　　　　　　　　　　2475　（　　2250）測地衛星用地上施設の整備　　　　　　　9459　（・　　　0）

計 2250 17，132 も　！

自
治
省

消　防庁 災害対策用衛星通信シス．
eみ調査に必要な経費

0 11，782 災害対策用衛星通信システム調査　　　　11，782（　　　　①

計 0 11782

合　　　　　　計
8．480888

㊨2528428
@9458，388

■

一14一



　　　　　　　　　　　　　　　委18－3暁

スペースシャトル利用の推進及びH－1ロケ
ットの開発に関する審議に？いて（案）一

　　　　　　　　　　　一’　昭．和55年8月30，日
　　　　　　　　　　　・・宇宙開発委員会
　　　　　　　　　　　　　　　　決．・　牢・・．

　スペースシャトル利用の推進及びH－1マケジトの開発に資す亀

るたゆ、次により調査審議を行う・

湘b　t字群発政鰍綱に紳てスペースシャトルを利用すること

　　　　　　　≧さ派いる材七回験・有人遡』ト技術の開購曜・

一　　その脚三ついて謙継蒲う・．

　　　　　　2宇醐発鰍綱に撫・同ロケット矧ぎ続き我が

　　　　　　　国の主力機種として開発することとされているH門1ロケット

　　　　　　　に臨その開纏め方・コシフ偽レーシヨン等につ匹

　　　　　　　て調査審議を行う・．・・

　　　　　　5吸碑の調査灘は第二会㈱呼行い・昭秘4鋼

顯●　月まで准えるこどを腿とす恥

　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　～、　　・　　　一’．　　

＼

●⊃

●r：
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第二部会構成．三

三和55年8月
　（50音1偵）

部会長・吉識雅夫宇宙暴発委員会委員

部会長代理斎藤成文宇宙開発委員会委員

専門委員　秋葉錬二郎東京大学宇宙航空研究所教授

　　　　　渥美和・彦東京大学医学部教授

　　　　　荒：木　透、金網材料技術研究所長

　　　　　内田　茂男　名古屋大学工学部教i授　　　　，、’r

　　　　　梅川・荘吉鯨懸軍細密群麟所搬＿
　　　　　　零堀貞吉科報術庁響胴蹄研究繭甲支飛

　　　　　．大膳辰蔵珊珊宇鰍空礪軽羅

　　　　　蘇園晃轄醗騨団シ祈ム瀬機長
　　　　　　倉．谷　健治東京大学宇宙航空研究所教授　　．

　　　　　　鵬依三絶雑諜㈱技郷長
　　　　　　下部紹三韓獅脹髄房三三・コM
　　　　　，r新，縫画郎明治大学工学部教授　㌧

　　　　　著野卓雄東京大学工学部搬一∵．・』

　　　　　　千賀鉄也㈹経済団体連合会常務理事

　　　　　　中井練一1群獅庁三三三三究所聯第鄭長

・　　．中旦・博鯨大学二巴妥2ド▼、’－
　　　　　長洲秀夫科学技術庁航空宇宙技術研究所宇宙研究＝・

　　　　　　　　　　　　　　　　三四グルーシ総岬糖

専門委員　難波秀夫　理化学研究所主任研究官

　　　　　平井軍’一宇宙開発事業団理集

　　　　　平木　ぬ戸宇宙開発事業団理事

　　　　　牧野昇三菱総合研究所専務理事

　　　　　松田源彦　海洋科学技術センター技術顧問

　　　　　松宮弘幸　野村総合研究所顧問　　　　　　　　，

　　　　　御手洗　玄　洋一名古屋大学環境医学研究所教授

　　　　　山口弘一宇宙開発事業団システム計画部長

　　　　　山内正男　新技術開発事業団監事，
●●！

●町
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　・　　　．・’　委18－5’［モ

　　　　宇宙分野における日米合同調査計画について

　　　　　　　　　　　　　　　　陣　昭和5，3年8月30日

　　　　　　　　　　　　　，　　　宇雷開発委員会，，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　了　　　　解

　昭和5．5年7月17日の宇宙開発委員会／科学技術庁と孝国航

空宇宙局（・NASA）との会談において～－NASA側から日米合

同調査計画の設定が提案され’た。・

　この提案ほ、巳米専門家会議を1設立して・宇宙三野における日

本と米国の将来の共同プロジェクトの前書性について検討しよう』

とするものである。∫　　　芦　　，　’

ての提案齢する日本働の対応は次。通りどする・

↑　米国提案に同意する。

2臼三門家会議鯵回する日鞭のメンバーは＼轄開鱗
員会の了承を得て科学分盛から4名程度、’応用分野かち4名程

度で構成するb

3．　日米専門家会議におけ，る一旧領側提案等については、事前に宇

宙開発委員会の了承を得るものとずる6L－

F隈ご

4㌔’
d魑曽

（塗　考）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〆

（1）　日米専門家会議では＼日米i共同研究の可能な分野の調査検

　討を行う。　・　一　『　　・1　　1

（2）NASA側の半初の提案で臨已来三門家会議の繍螂

　1979午7月頃までにとりまとめてNASA及び宇宙り腕

　委螢会に対し報告言を提出することとしていたが〉三三の結

　果、1979年7月頃を目途に回り次の報告書をとりまとめ

　てNASA及び宇宙開発委員会に提出し、その後も必要に応　．、

　じて調査三四継続し聴くこととさ糠・．
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